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 本研究の目的は，今後の公共施設等の総合的な維持管理に向けた統合データベースを開発し，自治体の

戦略的経営に資するツールを構築することである．本研究で開発した統合データベースは，焼津市が保有

する全ての公共施設（インフラ，建物，土地）を対象とし，異なるデータ構造の各施設データの複数検索

や図表化機能を兼ね備えたデータベースである．本データベースによって，公共施設等総合管理計画の策

定支援はもとより，公共施設等のメンテナンスサイクルにおける維持修繕のスケジュール，履歴などの情

報の一元管理，および公共建築物の再編検討支援が可能となる．
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1． はじめに

(1) 研究の背景

我が国においては，公共施設等の老朽化対策が大きな

課題となっている．特に，公共団体においては，厳しい

財政状況が続く中で，今後，人口減少等により公共施設

等の利用需要が変化していくことが予想される． 

そのため，早急に公共施設等の全体の状況を把握し，

長期的な視点をもって，再編・長寿命化などを計画的に

行うことにより，財政負担を軽減・平準化するとともに，

公共施設等の最適な配置が求められる． 

このような背景から，平成26年4月に総務省より公共

施設等総合管理計画策定の推進が地方公共団体に要請さ

れた．公共施設等総合管理計画は，地域社会の実情にあ

った将来のまちづくりを進める上で不可欠であるととも

に，推進されている国土強靱化（ナショナル・レジリエ

ンス）にも資するものである． 

本研究では，現在施設類型ごとに各部局がそれぞれ管

理している公共施設等の情報の一元管理・共有に焦点を

当て，今後需要が見込まれる統合データベースについて

考える．

(2) 研究の目的 

本研究の目的は，今後の公共施設等の総合的・一元的

な維持管理に向けた統合データベースを開発し，自治体

の戦略的経営に資するツールを構築することである．

(3) 研究の新規性 

 本研究で開発した統合データベースは，公共団体が所

有する建築物，土地，インフラ施設を対象とし，各施設

データの一元検索や各種データの見える化機能を有する

ものである．また，本統合データベースは，拡張性の高

い IBM社製のMaximoAssetManagement（以下、Maximoと
いう）をデータベースとして採用しており，管理対象や

見える化機能を自治体のニーズに合わせ，拡張すること

が可能である．Maximoは、工場や発電所などの民間企

業の資産管理において活用されている。

本研究では、Maximoを我が国の複数の公共施設を対

象とした点に新規性がある．筆者が知る限り，我が国に

おいて、複数の公共施設を統合したデータベースについ

ては報告されていない．

2． Maximoの概要

(1) Maximoの概要

Maximo とは，あらゆるタイプの資産（工場，インフ

ラストラクチャ―，設備，輸送など）を単一のプラット

フォームで管理することができる．このプラットフォー

ムでは，施設，在庫，人員の作業予定などの状況が共有

できるとともに，登録した様々な情報を見える化するこ

とが可能である．これらの機能によって，資産およびプ

ロジェクトの最適化を支援することが可能となる．

(2) 対象資産

Maximo では，あらゆるタイプの資産が登録できるが，
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主な対象としては，製造（発電所，製油所，化学プラン

ト），施設（ビル，ホテル，病院，空港，公共施設，ア

ミューズメントパーク），車両（鉄道，軌道，トラック，

船舶，航空機），IT(サーバー，ＰＣ，ネットワーク機

器)などがある．

本研究では，焼津市の所有する公共建築物，土木イン

フラ施設，市有地を対象資産とした．

(3) 主な機能

Maximo では，資産の一元管理における６つの管理機

能がある．

①資産管理 

資産の材料，コスト，利用者など任意のデータにおい

て変更や移動の履歴情報を管理することができる．

②作業管理 

依頼者の要求事項から作業者の作業内容まで，人員，

工程，コストなどを管理することができる． 

③サービス管理 

ユーザーの通報や苦情、それに対する作業などを管理

することができる．

④契約管理 

購買契約，リース契約，レンタル契約などユーザーが

定義する契約を管理することができる． 

⑤資材管理 

 在庫の日時，場所，数量，価値などの詳細な情報をリ

アルタイムで管理することができる．

⑥調達管理 

購買や在庫補充などの情報を登録し，資産のリードタ

イムを管理することができる． 

 本研究では，資産管理，作業管理の一部を適用してい

る． 

(4) 自治体適用への事例

Maximo は世界中の多くの自治体および公共事業団体

で導入されており，安全確保，品質の確保，住民サービ

スの向上，コストの削減を実現している．ここでは，先

進的な事例となる米国のコーパス・クリスティ市の事例

を示す．

a) コーパス・クリスティ市の事例

コーパス・クリスティ市では，資産設備寿命の拡張，

地域住民の生活向上，運営費の削減，事前収税計画の導

入を目的として Maximo を導入している．Maximo と地

理情報システム（GIS）と統合させた問題地域特定の効

率化や重複する作業指示書の作成防止，住民への工事通

知の改善で大きな効果を実現している．    

この事例では，上水関連設備（174），下水処理施設

（6），上水管路（1,500 マイル），下水管路（1,250 マ

イル），道路（1,100 マイル），公園，空港，交通シス

テムなどすべての社会資産の管理を実現した． 

また，維持管理業務の効率化だけではなく，市の統一

サービス標準のもとに，タイムリーに市民のニーズに応

え，対応状況を客観的に評価し，市内外に対してその結

果を公開するマネージメントモデル（図-1）が作り上げ

られています．これにより，コーパス・クリスティ市で

は，市の戦略と業務を結びつけることが可能となり，市

民の満足度向上と社会資本における管理レベルの向上を

同時に達成している．

図 1 コーパス・クリスティ市のマネージメントモデル

出典）IBM社資料に筆者加筆 
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3．統合データベースの概要

(1)  対象施設とデータ 

本研究では，焼津市の公共建築物，市有地，道路，橋

梁，街路樹，上下水道施設，河川および河川施設，港湾，

チビッコ広場，公園および公園施設等を対象としている．

 上記の対象施設の内，道路，橋梁，街路樹および河川

と河川施設については，どの道路に橋梁や街路樹が位置

するか，どの河川に河川施設が位置するのか，親子関係

を構築したデータ構造としている．

本統合データベースでは，上記に示す異なるデータ構

造を持つ，市保有のほぼ全ての公共施設のデータベース

に瞬時にアクセスでき，複数施設を跨いで情報の検索お

よび図表化できるシステムを開発した． 

 (2)  統合データベースの機能 

Maximo に搭載されている機能は，非常に多岐に渡る

が，活用する頻度が高い主な機能について示す．

a) 機能①：簡易集計

本統合データベースにより，市が管理する公共施設の

総量把握が容易になるとともに，例えば公共施設の供用

年数や利用状況などを中学校区別で瞬時に集計し，コン

ター表示することが可能となった． 

このような簡易集計機能は，データベースに登録され

ている任意の情報を表示することが可能である．このた

め，公共施設の劣化状況やコストなどの管理指標を設定

すれば，本統合データベースによって経営判断の材料と

なる情報の共有化，見える化が非常に容易となる． 

図3 統合データベースの簡易集計機能 

複数検索，図表化

図2 対象施設とデータ構造 
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b) 機能②：検索

キーワードやエリアなどによる絞り込み検索が可能で

ある（図-4）．また，その条件を組み合わせて検索する

ことも可能である．

c) 機能③：グラフ化

データベースに登録しているデータをグラフ化するこ

とができる．本研究では一例として，総務省の簡易試算

システムの算出方法に基づいて算出した，公共建築物，

道路，橋梁および上下水道の管渠の LCC（ライフサイク

ルコスト）をデータベースに登録し，グラフ化した（図

-5）． 

 また，Maximo のグラフ化機能にはドリルダウン機能

がある．この機能によって，単年度の LCCの詳細をラン

ング形式などによって表示することが可能である．着目

する年度をクリックすると，個別施設の LCCのランキン

グをグラフ表示させる機能を構築した．

d) 機能④：スケジュール機能

各施設の工事情報をデータベースに登録することで，

ガントチャート（棒グラフによる工程管理手法）によっ

て，スケジュールを管理することができる．また，工事

情報に工事費も登録することが可能で，画面のガントチ

ャート上で工事種類をドラッグすると工事費も連動する．

これにより，直感的かつ容易な工事工程の調整が可能で

ある(図-6)． 

図6 統合データベースのスケジュール機能 

図5 統合データベースのグラフ化機能 

図4 統合データベースの検索機能 
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4． 統合データベースによる公共建築物の再編検

討の支援

(1) 公共建築物の個別評価と再編例

 本統合データベースのマップ表示機能を用いて，公共

建築物の再編検討の支援ツールとして活用するため，本

統合データベースに登録した公共建築物の個別評価を例

として示す．

 設定した個別評価指標は，利用者人数評価，交通アク

セス評価，維持費評価，耐震性評価，供用年数評価であ

り，５段階評価とし，５を高評価１を低評価と設定した．

各個別評価の定義は図-7に示すとおりである． 

 再編例の対象施設を本研究では，耐震性が劣る公民

館・体育館，経年劣化が進む小中学校とした．再編検討

例として Step1 再編対象施設の抽出（図-8），Step2 再

編先の抽出（図-9）の手順で検討した． 

a) Step1:再編対象の抽出 

①供給（利用者数，交通アクセス），財務（維持費）の

視点から，相対的に劣る施設を抽出する． 

・利用者数の評価で３以下の施設 

・維持費の評価で３以下の施設 

②品質（耐震性，供用年数）の視点から，相対的に劣る

施設を抽出する．

・耐震性の評価で３以下の施設 

・維持費の評価で３以下の施設 

b) Step2:再編先の抽出

①再編対象に隣接し，供給，財務の評価は低いが耐震性

の高い施設を表示する． 

・耐震性の評価で５の施設

・利用者数の評価で３以下の施設 

・維持費の評価で３以下の施設 

②再編先を抽出する． 

図7 公共建築物の個別評価指標 

図8 再編対象の抽出 
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a) Step1:再編対象の抽出 

 Step1では，供給・財務，品質のそれぞれ視点および

全ての視点から，相対的に劣る施設を抽出することがで

きた． 

b) Step2:再編先の抽出

検討の結果，再編の可能性がある地区を２つ抽出する

ことができた．これらより，本統合データベースによっ

て，公共建築物の再編検討に資する機能を確認できた．

5． おわりに

(1) 結論

本研究では，戦略的な自治体経営に資する情報の共有

化・見える化，効率的な公共施設等の維持管理情報の集

計・検索，および公共施設等の再編に関する検討支援を

実現する統合データベースを開発することができた．

(2) 今後の展開

a) 焼津市 

・今後，実務での活用や統合データベースの高度化，行

政における戦略的経営への活用等を検討する． 

b) 全国自治体

・全国の自治体においても，“公共施設等の維持管理”

や“まちづくり”の共通課題が想定される

・今回のような統合データベースは，“各自治体の維持

管理状況の見える化”や行政における“戦略的経営”に

貢献できれば幸いである．
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図9 再編先の抽出 


